
書式第8号 (法第 10条 。第25条関係)

設立・定款変更用

2025年 度     事 業 計 画 書
特定非営利活動法人 日本遺伝子関連検査品質保証・教育機構

1 事業実施の方針

設立初年度の 2025年度の事業方針は法人運営の基盤整備として各種重要規程の整備、総務、労務。人事、

経理・財務、法務の機能確立と必要な設備・備品の調達とIT環境の整備を最重要課題とする。定款に定めた

法人事業の活動力Ч確実に行えることの評価・確認が完了した段階で優先順位の高い事業から津備を行い段階

的な実施を行う事とする。具体的には上期に重要規程の整備、ガバナンス組籠に人材確保、事務所の設備・備

品の整備、システ″インフラ整備に注力し総務、労務。人事、経理・財務、法務の組織機能を整備行う。

定款に記載した下記事業の内優先順位の一番高い遺伝子関連・染色体検査の外部精度管理調査 (評価)

提供事業の実施と準備活動を行う。初年度の外部精度管理調査 (評価)の分野としては病原体核酸検査と

体細胞遺伝子検査とし、病原体核酸検査を実施する12施設 (医療機関・衛生検査所)、 体細胞遺伝子検

査を実施する 2施設 (衛生検査所)でバイロット稼働を行う。今年度事業を遂行するための資金調達として上

期に、個人正会員と団体正会員の入会時の会費にて総額 500万円の収入を見込む。団体正会員は、遺伝子

関連・染色体検査の実施に必要な試薬・機器・医療フログラムを提供する企業の中から、検査の信頼性を確保

する上で重要な外部精度管理調査 (評価)と人材教育・育成の活動により良質な医療提供への貢献に賛同

する企業を対象とする。

2事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業員の総費用【7′ 500】千円 )

定款に記載
さ,れた

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円 )

(1)遺伝子関
連・染色体検査等

の分子学的検査

を実施する臨床検

査室の検査サービ

スの外部精度管

理調査 (評価 )

遺伝子関連。染色体検

査 (病原体核酸検査、

体細胞遺伝子検査、生

殖細胞系列遺伝子検

査、染色体検査)等の
分子学的検査を行う検

査室における外部精度管

理調査 (評価)を実施
に必要な準備を行う。そ

のため![重要規程の整

備、ガバナンス組織と人

材確保、事務所の設備・

備品の整備、システムノイ

ンフラ整備に注力し総

務、労務。人事、経理・

財務、法務の組織機能

の整備を行う。優先順位

の高い遺伝子関連・染色

体検査の外部精度管理

調査 (評価)提供事業
の準備 (調査試料の購

2025 年
7月 ～
2026 年
3月

J‐GENE
事業所と

医療機関

衛生検査

所等

1

医療機関
衛生検査

所等
14施設

遺伝子関

連・染色

体検査受

診者約 1

万人

5,000



入 )と実施 (試料配
布、測定結果の集計、評

価)の活動を行う。

(2)遺伝子関
連・染色体検査等

の分子学的検査

を実施する臨床検

査室に従事する者

等の系統的な教

育・育成

遺伝子関連・染色体検
査 (病原体核酸検査、

体細胞遺伝子検査、生

殖細胞系列遺伝子検
査・遺伝学的検査及び

染色体検査)等の分子
学的検査を実施する臨

床検査室に従事する者
等を対象とした研修に必

要な準備として、教育シス
テム設計と教材作成を行

つ。

2025 年
7月 ～
2026 年
3月

]―GENE
事業所

■
■

医療機関
衛生検査
所等
1施設

遺伝子関

連・染色

体検査の

教育受講

者 10名

2′500



書式第8号 (法第 10条・第25条関係)

設立・定款変更用

2026年 度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人 日本遺伝子関連検査品質保証・教育機構

1事業実施の方針
2026年度は本格的な外部精度管理調査 (評価)事業準備として参加登録・結果入カシステム開発とクラウ

ト環境構築の設計と外部精度管理調査 (評価)結果解析・保管・統計処理・報告等総合システム設計を行う

(それぞれ投資を伴う開発・実装は3年目以降)。 2025年度に開始し6量伝子関連検査 (体細胞遺伝子検

査・生殖細胞系列遺伝子検査)外部精度管理調査 (評価)参加施設を5施設とし、収益基盤としての病原

体核酸検査対象施設 20施設を見込む。まだ畳伝子関連・染色体検査の実務を担う者、解析結果の分析・評

価を行う者、全体の管理を行う責任者の系統的な教育・育成事業においては医療機関衛生検査所等 10施設

を対象として活動する。

今年度事業を遂行するための資金調達として会員の拡大 (個人会員 30名、団体会員 5名 )により総額 280

万円、ゲノ」暉析に必要な試薬・機器・医療スコグラムを提供する企業等からの団体会費(正会員、賛助会員)と

し礫 額 500万円を募る。

2事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【12,400】千円 )

定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

(1)遺伝子関連・染色
体検査等の分子学的検

査を実施する臨床検査室

の検査サービスの外部精

度管理調査 (評価 )

遺伝子関連・染

色体検査 (病

原体核酸検査、

体細胞遺伝子

検査、生殖細胞

系列遺伝子検

査 、染色体検

査 )等の分子
学的検査を行う

検査室における

外部精度管理

調査 (評価)を
実施する。調査

(評価 )対象
施設の拡大に備

えて、参加登録・

測定結果入力

システム開発とク

ラウト環境構築

の認誦藪晰デL

2026年
4 月 ～
2027年
3月

J‐GENE
事業所と

医療機関
衛生検査
所等

1

医

関

検

等
25

療 機

衝 生

査 所

施設

遺 伝 子

関連・染

色 体 検

査 受 診

者約 2万
人

9′000



(2)遺伝子関連・染色
体検査等の分子学的検

査を実施する臨床検査室

に従事する者等の系統的

な教育・育成

遺伝子関連・染

色体検査 (病

原体核酸検査、

体細胞遺伝子

検査、生殖細胞

系列遺伝子検

査・遺伝学的検

査及び染色体

検査)等の分
子学的検査を実

施する臨床検査

室に従事する者

等の系統的な教

育・育成の触収

前年度に津備し

た教育システム

設計と教材作成

に基づき、研修を

行う。

2026 年
7月 ～
2027年
3月

J‐GENE
事業所

機

生
所

　
設

療
衛

査
　
施

医
関
検
等

１０

遺 伝 子

関連・染

色 体 検

査の教育

受 講 者
100名

3′400



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係 )

2025年度 活動予算書 (その他事業がな塾場合)

設立・定款変更用

特定非営利活動法人_旦杢重L壬』望1聾E12遭品量塁iI」重菫』Шl

(単位 :円 )

金  額 小 計・合 計

【A

繹 彙 収 益 計

1.200′ 000
0

1,200.000

3.000,000
0

4′000,000

7,000.000

0

0

1′ 500,000
0

1′ 500.000

0
0

9.700.000

1

給料手当

ボランティア評価質用

役員報酬

退略給付費用福利厚生費

2

精度管理試薬・消耗品

リース・外部委託資

ライセンス・賃借費・その他

会議員

旅費交通費

施設等評価費用
滅価償却費 (機器・備品・フリーザー、lTシステム等)

2
1

役員報酬

給料手当

退職給付費用

福利厚生買

2

消耗品質

水道光熱費
通信運搬費
地代家質

旅費交通買
減価償却費

2,000,000
4,000.000

0
0

200.000

6′200,000

500′ 000
200.000
200′ 0010

100,000
100.000
0

100,000
100,000

1′ 300′000

7.500.000

1′ 100.000

100′ 000
200′000
100,000
500′ 000
30.000
100,000

1′030,000

2.130.000
9.630′ 000

常 A ・…① フ0.000

造年度損益修正益

0
0

0
0
0

ID】 … ②
:当 期 止 味 フ0´000

70,00 70.000

常 収 :益

受取補帥金

受取利息

正会員受取会費 (個人20名 .団体2名 )
賛助会員受取会買

受取寄附金

施設等受入評価益

事業収益 外部精度管理調査 (評価 )

事業収益 教育・育成

壼 日 ロ

三当笙ど,

目言十

目

[

1.000.0001

1°°
'°
°°

|

窪呈言十

目 日 1+

収 祥 計

■ 外 g用

固定資産売却損
災薔損失
過年度損益修正損

|ヽ 置 用 ,計

|~ 
法人税 .住民税及び事業税 ・…0

=●
サ晨T候け産籠 ・… 5ヽ
r「
「

難 ■■
=■
目

^_`?、
■

^



書式第 9号 (法第 10条。第 25条関係 )

2026年度 活動予算書 (その他事業がない場合 )
特定非営利活動法人 _旦杢」重伝二関ユ壁」羞奎湿査堡工

=」
獲艶h」豊

(単位 :円

ヽ_/

牙斗 目 金  額 」ヽ三十・

`)言

十

1′ 200,000

11`000′000

ｎ

）

5′ 000′ 000

ｎ

）

17′ 200,000

受取補助金

取利息

，

４

0

0

4

（Ｕ

5′ 000′ 000

3受

正会員受取会質 (個人30名、団体 2名 )
賛助会員受取会資 (団体3名 )

900′ 000
300′ 000

受取寄附金

施設等受入評価益

事業収益 外部精度管理調査

事業収益 教育・育成

3′ 000′ 000
2′ 000′ 000

9′300,000

3′ 100′ 000

12.400,000

Ｒ

¨ 用

1 件 費

給料手当

ポランティア評価費用

役員報酬
退職給付費用

福利厚生買

3′ 000,000
6′ 000′ 000

0
0

300 000

1′ 000′ 000
500′ 000
500′ 000
200′ 000
200,000
0

500′ 000
200′ 000

つ

一

1 人件費

役員報酬

給料手当

退職給付費用

福利厚生買

0
1,500′000
0

150′ 000

2 そ
消耗品質

水道光熱買

通信運搬費

地代家賃

旅費交通買

′′戚価償却費

100′ 000
350′ 000
500′ 000

1′ 500′ 000
130′ 000
500′ 000

1′ 650′ 000

3,080,000

4,730,000
17′ 130.000

|

|

(2)その他経費
精度管理試薬・消耗品

リース・外部委託買

ライセンス・賃借買・その他

会議員
旅費交通費

施設等評価費用

減価償却日 (機器・備品。フリーザー、ITシステム等)

印刷製本買
自■計

1僣彗言1

|費 用

管



当 期 経 常 増 減 額 【A】 ―【B】 … ① 70.000

売却益

過年度損益修正益

0
0

ｎ
）

【D
ワ:,

災書損矢

0
0
0

ｎ
）

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ―【D】 ・¨②

税 引 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額 ① +② ・…③ 70,000

法人税、住民税及び事業税 ・・・④
前期繰越正味財産額 ・・・⑤

70′ 000

ｎ

）

V

:常
~外~頭

「
霊

ヽ費 用


